
（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 6,493,394,360 固定負債 2,034,720,278

有形固定資産 4,462,609,990 地方債等 59,940,832
事業用資産 3,222,147,441 長期未払金 129,468,000

土地 321,162,143 退職手当引当金 1,807,149,834
土地減損損失累計額 0 損失補償等引当金 0
立木竹 0 その他 38,161,612
立木竹減損損失累計額 0 流動負債 216,285,287
建物 2,522,279,155 1年内償還予定地方債等 28,552,327
建物減価償却累計額 △ 824,979,463 未払金 13,168,243
建物減損損失累計額 0 未払費用 0
工作物 45,840,107 前受金 0
工作物減価償却累計額 △ 12,705,938 前受収益 0
工作物減損損失累計額 0 賞与等引当金 148,728,724
船舶 0 預り金 7,552,313
船舶減価償却累計額 0 その他 18,283,680
船舶減損損失累計額 0 2,251,005,565
浮標等 0 【純資産の部】
浮標等減価償却累計額 0 固定資産等形成分 6,452,110,844
浮標等減損損失累計額 0 余剰分（不足分） △ 1,783,236,404
航空機 0 他団体出資等分 △ 24,889
航空機減価償却累計額 0
航空機減損損失累計額 0
その他 0
その他減価償却累計額 0
その他減損損失累計額 0
建設仮勘定 1,170,551,437

インフラ資産 0
土地 0
土地減損損失累計額 0
建物 0
建物減価償却累計額 0
建物減損損失累計額 0
工作物 0
工作物減価償却累計額 0
工作物減損損失累計額 0
その他 0
その他減価償却累計額 0
その他減損損失累計額 0
建設仮勘定 0

物品 2,855,442,656
物品減価償却累計額 △ 1,614,980,107
物品減損損失累計額 0

無形固定資産 38,411,105
ソフトウェア 38,411,105
その他 0

投資その他の資産 1,992,373,265
投資及び出資金 0

有価証券 0
出資金 0
その他 0

長期延滞債権 26,973,981
長期貸付金 0
基金 1,985,924,852

減債基金 0
その他 1,985,924,852

その他 0
徴収不能引当金 △ 20,525,568

流動資産 426,460,756
現金預金 202,358,881
未収金 30,523,747
短期貸付金 0
基金 193,578,128

財政調整基金 193,578,128
減債基金 0

棚卸資産 0
その他 0
徴収不能引当金 0

繰延資産 0 4,668,849,551

6,919,855,116 6,919,855,116

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

連結貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：円）

経常費用 20,403,631,129
業務費用 3,347,962,724

人件費 2,012,593,933
職員給与費 1,784,712,538
賞与等引当金繰入額 148,728,724
退職手当引当金繰入額 64,652,673
その他 14,499,998

物件費等 1,198,415,092
物件費 905,317,197
維持補修費 11,314,026
減価償却費 281,783,869
その他 0

その他の業務費用 136,953,699
支払利息 1,372,877
徴収不能引当金繰入額 20,525,568
その他 115,055,254

移転費用 17,055,668,405
補助金等 176,559,840
社会保障給付 16,877,698,565
他会計への繰出金 0
その他 1,410,000

経常収益 71,487,016
使用料及び手数料 35,201,400
その他 36,285,616

純経常行政コスト △ 20,332,144,113
臨時損失 145,007,951

災害復旧事業費 10,333,360
資産除売却損 134,674,591
損失補償等引当金繰入額 0
その他 0

臨時利益 0
資産売却益 0
その他 0

純行政コスト △ 20,477,152,064

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額



（単位：円）

前年度末純資産残高 3,383,725,610 5,081,961,357 △ 1,698,235,747 0

純行政コスト（△） △ 20,477,152,064 △ 20,477,152,064 -

財源 21,762,340,197 21,762,340,197 -

税収等 14,397,767,565 14,397,767,565 -

国県等補助金 7,364,572,632 7,364,572,632 -

本年度差額 1,285,188,133 1,285,188,133 -

固定資産等の変動（内部変動） 1,370,149,490 △ 1,370,149,490

有形固定資産等の増加 1,712,805,610 △ 1,712,805,610

有形固定資産等の減少 △ 411,921,512 411,921,512

貸付金・基金等の増加 120,113,985 △ 120,113,985

貸付金・基金等の減少 △ 50,848,593 50,848,593

資産評価差額 0 0

無償所管換等 △ 3 △ 3

他団体出資等分の増加 0 0

他団体出資等分の減少 0 0

比例連結割合変更に伴う差額 △ 24,889 △ 24,889

その他 △ 39,300 0 △ 39,300

本年度純資産変動額 1,285,123,941 1,370,149,487 △ 85,000,657 △ 24,889

本年度末純資産残高 4,668,849,551 6,452,110,844 △ 1,783,236,404 △ 24,889

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分



（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 20,085,724,936

業務費用支出 3,017,756,531
人件費支出 1,984,918,346
物件費等支出 919,133,302
支払利息支出 1,372,877
その他の支出 112,332,006

移転費用支出 17,067,968,405
補助金等支出 188,859,840
社会保障給付支出 16,877,698,565
他会計への繰出支出 0
その他の支出 1,410,000

業務収入 20,157,608,506
税収等収入 12,835,434,858
国県等補助金収入 7,250,785,083
使用料及び手数料収入 35,201,400
その他の収入 36,187,165

臨時支出 10,333,360
災害復旧事業費支出 10,333,360
その他の支出 0

臨時収入 0
業務活動収支 61,550,210
【投資活動収支】

投資活動支出 1,817,273,809
公共施設等整備費支出 1,697,495,614
基金積立金支出 119,778,195
投資及び出資金支出 0
貸付金支出 0
その他の支出 0

投資活動収入 1,747,495,614
国県等補助金収入 113,886,000
基金取崩収入 50,000,000
貸付金元金回収収入 0
資産売却収入 0
その他の収入 1,583,609,614

投資活動収支 △ 69,778,195
【財務活動収支】

財務活動支出 51,447,323
地方債等償還支出 34,033,708
その他の支出 17,413,615

財務活動収入 0
地方債等発行収入 0
その他の収入 0

財務活動収支 △ 51,447,323
△ 59,675,308

254,382,460
△ 584

194,706,568

前年度末歳計外現金残高 7,218,119
本年度歳計外現金増減額 434,194
本年度末歳計外現金残高 7,652,313
本年度末現金預金残高 202,358,881

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
比例連結割合変更に伴う差額
本年度末資金残高

連結資金収支計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



1 重要な会計方針

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法
① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
ア 昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価
イ 昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

（２）有形固定資産等の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物　　１３年～５０年
工作物　　１０年～４５年
物品　　２年～１７年

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
ソフトウェア　　５年

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内の
　  リース取引及びリース契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・
    リース取引を除きます。）

･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

（３）引当金の計上基準及び算定方法
① 徴収不能引当金 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額
を計上しています。

② 退職手当引当金
（Ａ）－（Ｂ）による
 （Ａ）当組合の退職手当債務
 （Ｂ）＝Ⅰ－Ⅱ＋Ⅲ

Ⅰ  秋田県市町村総合事務組合への加入時以降の負担金の累計額
Ⅱ  既に職員に対し退職手当として支給された額の総額
Ⅲ  秋田県市町村総合組合における積立金額の運用益のうち、当組合へ按分
　   される額

③ 賞与等引当金
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費
相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上
しています。

（４）リース取引の処理方法
① ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及び
    リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ ア以外のファイナンス・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

1/3 連結財務書類　注記



② オペレーティング・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（５）連結資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の
受払いを含んでいます。

（６）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
① 物品及びソフトウェアの計上基準

物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の
場合に資産として計上しています。
ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

2 重要な会計方針の変更等

無し

3 重要な後発事象

無し

4 偶発債務

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況
他の団体の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。

5 追加情報
（１）連結財務書類の対象団体（会計）

連結の方法は次のとおりです。
① 地方公営事業会計は、すべて全部連結の対象としています。
② 一部事務組合は、負担金総額のうち各構成団体が納入した負担割合に基づき比例
　　連結の対象としています。ただし、秋田県市町村総合事務組合（退職手当事務）に
　　ついては、以下の処理によって連結したものとみなしています。

当組合の持分相当の「退職手当にかかる基金」及び「退職手当準備金」を、それぞれ
連結貸借対照表の「基金（その他）」及び「退職手当引当金」に計上する。

（２）出納整理期間
地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、
出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の
計数としています。

損失補償等引当金
計上額

貸借対照表
未計上額

社会福祉法人水交会 141,655,000 0 0 141,655,000

計 141,655,000 0 0 141,655,000

団体名 確定債務額

履行すべき額が確定していない
損失補償債務等

総額

単位：円

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合

介護保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 -

秋田県市町村総合事務組合
（退職手当事務）

一部事務組合 比例連結 1.633%

秋田県市町村総合事務組合
（消防団員等公務災害補償事務）

一部事務組合 比例連結 0.022%

秋田県市町村総合事務組合
（非常勤職員等公務災害補償事務）

一部事務組合 比例連結 0.392%

2/3 連結財務書類　注記



（３）繰越事業に係る将来の支出予定額
継続費の逓次繰越額（同法施行令第145条第1項）　　1,256,756,000円

（４）過年度修正等に関する事項
過年度の長期滞留債権について、本年度において修正を行っています。この修正
により、純資産変動計算書「その他」において△39,300円が計上されています。

内容：介護保険料滞納繰越分にかかる長期滞留債権の減額
理由：遡及して調定額が減額されたため

（５）売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。
ア 範囲

平成３０年度予算において、財産収入として措置されている公共資産
イ 内訳

該当なし

（６）減価償却累計額
事業用資産／建物 ： 824,979,463円
事業用資産／工作物 ： 12,705,938円
物品 ： 1,614,980,107円

3/3 連結財務書類　注記


